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統括研究報告書 

 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

 

研究代表者 榎原  毅 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 教授 

 

研究要旨 

本研究は、腰痛災害が増加している陸上貨物運送業において、効果的な腰痛予防対策を

確立し、社会実装することを目的とした研究事業である。行政、民間企業、学術団体など

が連携する産官学コンソーシアムを組織し、現場調査、文献レビュー、デジタルヘルスツ

ールの開発、骨盤固有角を考慮したテーラーメイド型介入プログラム等の検討を行った。 

文献レビュー班では、従来型の腰痛予防対策の分類を行い、産官学連携コンソーシアム

を通じて重要度の高いヘルスケアクエスチョンについて合意形成を行った。現場調査班

では、ヒアリングと Web アンケートを実施し、トラックドライバーや倉庫作業者におけ

る腰痛要因や主観的なストレスの違いなどについて調査を行った。デジタルヘルス技術

(DHT)介入プログラム開発班では、姿勢推定 AI（BlazePose）を活用した Web アプリ開

発により、荷物の持ち上げ、運搬、押し引きの作業リスクを評価可能にした。また、骨盤

固有角を考慮したテーラーメイド型介入研究班では、個人の骨格特性が持上げ作業姿勢

に影響することが明らかとなり、個別最適化された介入が必要であることが示唆された。

アシストスーツ介入班についても、適正導入の判断基準や作業負荷・体力評価との関連性

を分析し、今後の無作為化比較試験に向けた基盤を構築した。 

次年度は、システマティックレビューによって重要度の高いヘルスケアクエスチョン

に対するエビデンスを体系的に整理するとともに、研究成果を基にした介入プログラム

を実施し、陸上貨物運送業における新機軸となる腰痛予防対策の検討を進め、Minds 参

照型ガイドラインの策定を行いたい。 

研究分担者 

石井 賢治 大原記念労働科学研究所 働く人々の多様性研究グループ 主任研究員 

岩切 一幸 労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 部長 

菅間 敦 成蹊大学 理工学部 理工学科 准教授 

瀬尾 明彦 東京都立大学 システムデザイン学部機械システム工学科 客員研究員 

田中 孝之 北海道大学 情報科学研究院 教授  

谷 直道 産業医科大学 人間工学研究室 助教 

杜 唐慧子 労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 研究員 

平内 和樹 労働安全衛生総合研究所 新技術安全研究グループ 研究員 
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A. 研究目的 

陸上貨物運送業（以下、運送業）における

腰痛災害は増加の一途を辿っている。学術

的には腰痛発症のリスクは個人的・物理的・

心理社会的要因の 3側面で整理されるが 1)、

労働の場面においてはこれらの側面が複合

的な曝露要因として存在し、さらに業種特

性に応じた対策が求められる。運送業にお

ける労働者の腰痛発症リスク要因は、重量

物取り扱い、長時間の運転による静的拘束

姿勢、振動曝露、長時間労働（過重労働）に

伴う心理的負担などが挙げられるが、未だ

解決には至っていない。 

この背景には、運送業という業種特性に

おいて初荷主（上流）からエンドユーザー

（下流）までの一連の作業過程における現

場調査の不足、同職種に特化した腰痛予防

対策エビデンスの整理不足、近年急増して

いるデジタルヘルスツール（DHT）の未活

用、行政施策との現場での対策実践のギャ

ップなどが考えられ、様々なステークホル

ダーと連携した包摂的かつ有効的な対策の

社会実装が望まれる。 

そこで本研究事業では、行政、労働災害防

止団体、民間企業、学術団体が連携した産官

学連携コンソーシアムを組織し、運送業に

おいて新基軸となる効果的な腰痛予防対策

の確立および社会実装を目的として、

Minds （ Medical Information Network 

Distribution Service）参照型の腰痛予防対

策ガイドラインを策定する。この目的を達

成するために、初年度は①産学官協働コン

ソーシアムの整備、②運送事業場の調査、③

文献レビューによるエビデンス整理および

若手教育、④介入プログラム・DHT の開発

の検討を行った。 

B. 研究方法 

研究代表者・研究分担者全員で原則、毎月

1 回オンラインにて進捗報告を行った（研

究班会合）。各班の進捗状況の確認および相

互連携と共有をはかり、以下の研究開発を

進めた。 

 

B-1. 産官学協働コンソーシアムの整備 

本研究事業の目的であるMinds参照型の

腰痛予防ガイドライン策定するために、

Shared decision making および患者・市民

参画（PPI: Patient and Public Involvement）

の機会を創出することが重要である。本事

業では、行政、労働災害防止団体、民間企業、

学術団体の代表者などから構成される産官

学連携コンソーシアムを整備した。 

 

B-2. 文献レビュー 

文献レビュー班では、運送業の腰痛予防

対策に関するエビデンスを整理することを

目的としてスコーピングレビュー（ScR）お

よびシステマティックレビュー（SR）を実

施した。Minds 参照型ガイドライン策定の

先行事例を参考 2)に、予防・ヘルスケア領域

に関してステークホルダーが知りたい疑問

で あ る ヘ ル ス ケ ア ク エ ス チ ョ ン

（healthcare question: HQ）を設定するた

めに PRISMA-ScR（Preferred reporting 

items for systematic reviews and meta-

analysis extension for scoping reviews)に

準拠した ScR で PubMed および医中誌の

文献検索を行った。文献レビュー班内にて

ScR の結果をもとに HQ 案を立案し、産官

学連携コンソーシアム会合において、各ス

テークホルダーより相対的重要度が 0-10

の 11 段階で評価され、重要度平均点の点数
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に応じて優先度が高い HQ を中心に SR を

実施することとした。SR は PROSPERO に

プロトコルを登録し、各学術団体の若手研

究協力者を中心に PRISMA ガイドライン

に沿って実施した。 

 

B-3. 運送事業場の調査 

運送業で働く労働者を取り巻く上流から

下流までの流れを包括した現場調査を行っ

た。現場調査は事業場の労働者や管理者を

対象としたヒアリング調査とオンラインを

活用したWEBアンケート調査を実施した。

調査実施に当たり、労働安全衛生総合研究

所の倫理審査にて承認を得た（承認番号：

2024N21）。 

ヒアリング調査では、事業場の概要、腰痛

者数および腰痛による休業者数、腰部負担

の大きな作業内容、事業場全体で取り組ん

でいる腰痛予防対策、効果的と思われる腰

痛予防対策、労働者個人の腰痛予防対策や

工夫などについて労働者および事業場の管

理者への聞き取り調査を行った。WEB アン

ケート調査では、個人情報（性別、年齢、身

長、体重、喫煙歴）、勤務状況（勤務年数、

雇用形態、勤務内容、勤務時間、職場性スト

レス）、腰痛の有無、腰痛のリスク要因、会

社から提供されて活用している腰痛予防対

策と利用して良かったと感じる対策、個人

的に取り組んでいる腰痛予防対策などにつ

いて調査を行った。 

 

B-4. 荷物取扱い作業の腰痛リスク評価の

ためのデジタルヘルス・テクノロジ開発研

究 

 現在はディープラーニングや AI 

(Artificial Intelligence)を応用した人間の

姿勢推定手法（以下、姿勢推定 AI とする）

が急速に発展し、スマートフォンなどで撮

影した画像や動画から作業中の姿勢を捉え、

腰痛リスクをより簡便に定量的に評価する

ことが可能である。そこで、姿勢推定 AI を

用いて、ISO11228-1 (JIS Z8505-1)に紹介

されている荷物の持ち上げ評価（通称、

NIOSH Lifting equation: NLE 3））などを

簡易的に行うためにWebアプリケーション

の研究開発を行うこととした。 

姿勢推定 AI は Google が開発した 3 次元

姿勢推定アルゴリズムである BlazePose4)

を採用した。NLE をはじめとした腰痛リス

ク評価法は、作業要因を数値化して安全に

取扱いができる荷物の質量の上限値を求め

ることが可能である。この上限値を実際の

作業での荷物質量と比較することでリスク

判定を行う。 

 

B-5. 骨盤固有角を用いたテーラーメイド

型介入プログラム開発研究 

本研究では、骨盤固有角（ Pelvic 

Incidence：PI）に着目し、PI の大小によっ

て荷物持ち上げ時の姿勢が異なるという仮

説のもと動作分析を行った。PI の異なる健

常成人男性 6 名（PI：S、M、L の 3 群、各

2 名）を対象とし、9 軸モーションセンサを

用いて持ち上げ動作中の身体関節（胸部、腰

部、骨盤、股関節、膝関節）の屈曲角度を測

定した。実験条件は、荷物の質量が 5 kg と

15 kg の 2 条件、床からの荷物高さ 4 水準

（身長比 20～50%まで 10％刻み）、および

水平距離 2水準（上肢長比 40%および 70%）

を組み合わせた 16 条件とし、それぞれ 2 回

ずつ測定を行った。計測方法として 9 軸モ

ー シ ョ ン セ ン サ （ Wit-motion 社 、
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BWT901CL）を身体に取り付け、姿勢デー

タを計測した。体幹の傾き角は、胸部（T6-

T12）、腰部（T12-S2）、骨盤（S2-鉛直線）、

股関節（上前腸骨棘-大腿）、膝関節（大腿-

下腿）の 5 部位について、静止立位時、持

ち上げ姿勢時、荷物保持時、持ち下げ姿勢時

の平均角度を算出した。 

 

B-6. アシストスーツ介入プログラム開発

研究 

本研究では、パッシブ型アシストスーツ

（PAS）の適正な導入および科学的根拠に

基づく介入戦略の構築に取り組んだ。特に、

PAS を用いた介入の有効性を検証する無作

為化比較対照試験の実施に向けて、作業負

荷の可視化、対象者の体力評価、導入判断基

準の整備といった基盤技術の構築を行った。

本年度は、(1)陸上貨物運送業に適した PAS

の選定、(2)狭小空間でも高精度な姿勢推定

を実現する作業姿勢計測技術の開発、(3)体

力測定と腰痛リスクの関係性の解析、(4)作

業負荷と体力の不均衡に基づくPAS導入判

断手順と On the Job Exercise による応用

戦略の検討を実施した。 

 

C. 研究結果 

C-1. 産官学協働コンソーシアム 

 厚生労働省安全衛生課、労働災害防止陸

上貨物運送事業労働災害防止協会、民間企

業 7 社（株式会社東洋メビウス、幸楽輸送

株式会社、佐川急便株式会社、全国赤帽軽自

動車運送協同組合連合会、日本通運株式会

社、北海道センコー株式会社、ヤマト運輸株

式会社）、5 つの学術団体（中心学会：日本

人間工学会、産業保健人間工学会、日本産業

衛生学会 作業関連性運動器障害研究会、一

般社団法人関西産研、軽労化研究会）それぞ

れの代表者からなるコンソーシアムを整備

した（図１）。初回会合は 2024 年 8 月 5 日

にオンライン形式にて開催し、31 名が参加

した。第 2 回会合はオンラインおよび対面

のハイブリッド形式で 2025 年 3月 26 日に

開催し、35 名が参加した。 

 

図１ 産官学協働コンソーシアムの体制（2025年 3月末時点） 
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C-2. 文献レビュー結果 

ScR における文献検索では、スクリーニ

ングの結果、15 文献が抽出され、従来の腰

痛対策の内容は個人で実践する対策と組織

が実践する対策に分類された。組織的な対

策としては外骨格デバイスの着用、リフテ

ィング技術に関する教育、職場改善、トラッ

クのシート変更による振動対策、運動教育

の実施、リフティングデバイスの使用方法

に関する教育、脊柱障害に関する健康診断

の実践などが挙げられた。個人的な対策と

しては、マッサージ、肥満対策、インソール、

運動の実践、腰部保護ベルトの着用などが

挙げられた。 

これらの結果を基に 8つのHQ（HQ1. 腰

痛一次予防にデジタルヘルス・テクノロジ

は活用されているの？、HQ2. アシストス

ーツはどのように活用されているの？、

HQ3. 仕事の負荷を活用して筋力トレーニ

ングはできないの？、HQ4. 参加型職場改

善は腰痛一次予防に効果的なの？、HQ5. 

心理的ストレス要因には何があるの？、

HQ6. リスク評価にはどのようなものがあ

るの？、HQ7. いくつかの対策を組み合わ

せた複合的なアプローチ方法は無いの？、

HQ8. 適切な休憩のタイミングはあるの？）

を立案し、産官学連携コンソーシアム会合

により相対的重要度評価を受け、HQ 別に

平均値を算出した結果、ステークホルダー

が最も重要視した対策は、複合的アプロー

チに関するエビデンスとなり、次いで休憩

のタイミング、リスク評価に関するエビデ

ンスであった。 

相対的重要度評価の結果を受け、

PROSPERO に登録したプロトコルに沿っ

て、SR を実施した。4 つの学術データベー

スから抽出された 1220 件（Pubmed 390 件、

Scopus 193 件、Web of science 607 件、医

中誌 30 件）の論文が抽出され、現在は重複

を除いた 856 件のスクリーニングを実施中

である。 

 

C-3. 事業場へのヒアリングおよび WEB 調

査結果 

ヒアリング調査で収集した腰痛予防に有

用な組織的取り組みとしては、荷物の持ち

方の教育、作業姿勢、運転姿勢と降車方法、

休憩、ストレッチ体操（朝礼時、長距離運転

における休憩時、荷積み・荷下ろし前など）、

ローラーコンベヤの利用、台車の利用、自動

化などが挙げられた。 

 Web アンケートでは、67％の回答者が腰

痛を訴え、仕事に支障をきたす重度の腰痛

者は、全回答者の 13％であった。職業性ス

トレスに関する結果は、「まったく感じない」

と回答した者が 8%にとどまった。一方、「か

なり感じる」「非常に強く感じる」と回答し

た者は 42%に達した。回答結果をトラック

ドライバー専門群、倉庫作業専門群に層別

化して解析した結果、強いストレスを感じ

る割合は、倉庫作業専門群がトラックドラ

イバー専門群よりも多かった。また、腰痛が

あると回答した者のうち、トラックドライ

バー専門群では、「運動不足」と「人力での

重量物の取り扱い」が多く訴えられていた。

その他、運転中の姿勢の悪さや、8 時間以上

の労働時間が挙げられた。一方、倉庫作業専

門群では、「人力での荷物の取り扱い」が最

も多く、次いで「長時間の立ち作業」、「荷物

取扱時の不自然な姿勢」、「精神的ストレス」

であった。 
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C-4. 姿勢推定アプリケーション開発結果 

BlazePose を用いて画像や動画より、「荷

物持ち上げ」、「荷物の運搬」、「押し引き」な

どの腰痛リスクを推定する WEB アプリケ

ーションを構築した（図２）。 

構築されたWEBアプリケーションでは、

荷物の持ち上げ評価は NLE の発展形であ

る ISO11228-1 (JIS Z8505-1)の持ち上げ式

による評価、運搬の評価も ISO11228-1 (JIS 

Z8505-1)に含まれる運搬の評価式による評

価 5,6)、押し引きの評価は Snook & Ciriello

の提案を拡張した Liberty-Mutual の押し

引きの評価式 7)による評価の実施が可能で

ある。アプリケーションの精度の検証では、

荷物持ち上げ作業を模した実験を行ったが、

一部の動作が過大評価されたものの、全体

的にリスクを過小評価する傾向にあった。

また、側面からの撮影における憲章ではリ

スク推定値とリスク評価区分が一致する傾

向であった。一方で、正面からの撮影では体

幹の傾きをうまく推定できていないケース

もあった。 

 

C-5. PI に応じた荷物持ち上げ時の姿勢戦

略分析 

PI 大きい群（PI:L）では、腰部の屈曲を

抑えつつ骨盤を前傾させており、骨盤・股関

節を中心とした姿勢戦略が確認された。一

方で、PI 小さい群（PI:S）では胸部および

腰部を大きく屈曲させて持ち上げる動作が

多く、体幹上部を主体とした Stoop 型の姿

勢を取る傾向が強かった。また、PI 中程度

群（PI:M）では股関節や膝関節の動員が比

較的多く、特に荷物高さが低い条件（身長比

20%）で個体差が大きく見られた。これらの

結果より、同じ作業であっても個人の骨格

特性により身体の使い方が異なることが示

唆された。 

本分析から各作業姿勢の影響として、PI の

小さい者は軽い荷物を持ち上げる場合でも

図 2 開発した姿勢推定アプリケーション（DHT介入プログラム開発班（平内・瀬尾）） 
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腰部負荷が大きくなりやすく、腰痛リスク

が高い可能性がある一方、PI が大きい者は

骨盤主導の効率的な動作が取りやすい可能

性が示された。 

 

C-6.アシストスーツ介入プログラム開発結

果 

介入研究の対象業務には荷役作業や長時

間の運転作業が含まれることから、PAS を

装着したまま車両運転が可能であることを

重要な選定条件とした。したがって、衣服の

ように柔軟かつ快適な構造を持つことを必

須要件とし、補助力源としてモータ等を用

いず、ゴム素材の伸縮特性を活かした受動

的な支持構造であることを付加条件として、

ナチュアシスト（住友ゴム工業）、e.z.UP

（ASAHICHO）、スマートスーツ（スマー

トサポート）を選定した。PAS 導入にあた

っては、(1)作業負荷の可視化とリスク抽出、

(2)体力評価に基づく対象者選定、(3)作業負

荷と体力の不均衡に対する補助の設計の 3

段階を基本とする判断手順を構築した。ま

た、PAS の運用においては、軽度な作業負

荷を活かして身体を動かしつつ、腰痛リス

クを回避するために適切に補助を介入させ

るという、「軽労化」の考え方に基づく介入

戦略を採用した。 

 

D. 考察 

本年度の研究事業では、産官学連携コン

ソーシアムを整備して適宜、進捗報告や介

入プログラムに関する意見交換を行ってき

た。現在、レビュー班で提案した 8 つの HQ

をベースに介入プログラムの検討や SR 研

究が進められている。DHT を用いた姿勢推

定アプリケーションでは、過小評価をした

姿勢条件について改善が必要ではあるもの

の、多くの作業条件下において概ね NLE の

計算値に近似する結果を得ることができた。 

また、PI に関する姿勢戦略の検証結果よ

り、荷物持ち上げ作業における腰痛予防に

おいては、一律の「正しい姿勢」を強いるの

ではなく、PI に基づいた個別最適化された

動作指導が有効である可能性が示唆された。

この知見は、PI を活用したテーラーメイド

型の職場介入プログラム構築に資するもの

であり、労働現場における腰痛予防対策の

個別化・実効化に向けた一つの提案になり

うると考えている。 

さらに、アシストスーツを用いた介入プ

ログラムでは選定されたPASを着用するこ

とで荷物取扱いリスクの可視化だけではな

く、荷物取扱い下におけるトレーニング量

も含めて判定できるような仕組みを検討中

である。これらの包括的な腰痛予防対策に

よる効果検証を次年度計画している。複数

の介入アームを設定してそれぞれの介入プ

ログラムの効果を検証したい。 

 

E. 結論 

 本研究では、ScR によって運輸業におけ

る従来型の腰痛対策エビデンスを整理し、

HQ に基づいて新機軸となる腰痛予防対策

の介入プログラムを検討した。次年度は各

介入プログラムの効果や、いくつかの介入

を組み合わせた複合的なアプローチの効果

を、ランダム化比較対照試験で検証しつつ、

SR などの結果も踏まえて、現場で実行可能

性が高い適切なガイドラインの整備を行っ

ていきたい。 

 

F. 研究発表 
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大会,ポスター演題, 北九州，2024 年 5
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陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業における腰痛予防エビデンス整理のための文献レビュー 

 

研究分担者 谷  直道 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 助教 

研究分担者 石井 賢治 大原記念労働科学研究所 研究部 主任研究員 

 

研究要旨 

陸上貨物運送業（運輸業）における労働者の腰痛のリスク要因としては重量物取扱い、

長時間運転による静的姿勢、振動曝露などが知られているが、運輸業に特化した腰痛予防

対策の体系的整理はこれまで行われていない。そこで本研究は、腰痛予防対策に関する科

学的エビデンスを整理することを目的とし、スコーピングレビュー（ScR）およびシステ

マティックレビュー（SR）を実施した。 

本研究は Minds 参照型の腰痛予防ガイドライン策定を視野に、産官学のステークホル

ダーと連携しつつ、GRADE アプローチに基づいて文献レビューを実施した。ScR に先立

ち、PubMed における過去 20 年分の文献から、重量物取扱い作業に関連するアブストラ

クトを自然言語処理手法（潜在ディリクレ配分法）で分析し、10 個のトピックを抽出し

腰痛対策の傾向を把握した。ScR では、PCC フレームワークに基づいてトピックモデル

の結果を参考に検索式を組み立て、腰痛一次予防に関する文献を検索した。その結果、15

文献が抽出され、従来型の腰痛予防対策として個人型と組織型の対策に大別してエビデ

ンスを整理した。この結果を基に 8 つのヘルスケアクエスチョン（HQ）を設定し、産官

学のステークホルダー30 名による相対的重要度評価を行った。 

従来型の腰痛予防対策では組織的対策として外骨格デバイスやリフティング技術教

育、個人的対策では腰部保護ベルトや運動実践などが挙げられたが、ステークホルダーの

ニーズ（HQ）は単一の介入（対策）効果ではなく複合的介入の効果や適切な休憩のタイ

ミング、腰痛リスク評価方法などの HQ に関心が示されていた。 

これらの HQ に答えるため、SR では PROSPERO で同様のレビューが存在しないこと

を確認し、研究プロトコルを登録した後、4 つの学術データベース（PubMed、Web of 

Science、Scopus、医中誌）にて文献検索を実施し、重複を除外した 856 件の文献を対象

に重要度評価で優先度が高かった HQ を中心にレビューを進行中である。 
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A. 研究目的 

陸上貨物運送業（以下、運輸業）に従事す

る労働者の腰痛発症リスク要因は、重量物

取り扱い、長時間の運転による静的拘束姿

勢、振動曝露など様々な報告がなされてい

る。しかしながら、運輸業に焦点を当てた腰

痛予防対策に関するエビデンスは整理され

ていない。 

本研究では、これまで実践されてきた運

輸業における腰痛予防対策のエビデンスを

整理するために、文献レビュー（スコーピン

グレビュー（ScR）及びシステマティックレ

ビュー（SR））を実施した。 

 

B. 運輸業の腰痛予防対策に関する文献レ

ビューの調査方法 

本事業全体の目的は Minds（Medical 

Information Network Distribution 

Service）参照型の腰痛予防ガイドライン策

定である。したがって、ステークホルダーと

の Shared decision making を念頭に、

GRADE （ The Grading of 

Recommendations Assessment, 

Development and Evaluation）アプローチ

に沿って患者・市民参画（PPI: Patient and 

Public Involvement）の機会を担保しなが

ら研究事業を進める必要がある。 

そこで文献レビューに関する当研究班で

は、SR に先立ち Minds に準じて科学的な

根拠に基づく予防・ヘルスケアに関してス

テークホルダーが知りたい疑問であるヘル

スケアクエスチョン（healthcare question: 

HQ）を設定するために ScR を行い従来の

腰痛予防対策のエビデンスを整理して HQ

を立案することとした。そして、設定した

HQ をもとに、行政、災害防止団体、民間運

輸事業者、学術団体から構成される産官学

連携コンソーシアム会合において、各ステ

ークホルダーより相対的重要度を評価して

もらい、重要度平均点の点数に応じて優先

度が高い HQ を中心に SR を行うこととし

た。 

 

1. 運輸業の腰痛予防対策に関するスコー

ピングレビュー 

1) 潜在ディリクレ配分法を用いた重量

物取扱い作業のトピックモデルによる

腰痛対策カテゴリの検討 

ScR に先立ち、運輸業の労働者が曝露す

る腰痛リスク要因のうち曝露の頻度が高い

と考えられる重量物取扱い作業における潜

在的な主題（トピック）を調べるために、自

然言語処理の手法の一つである潜在ディリ

ク レ 配 分 （ LDA ： Latent Dirichlet 

Allocation）を用いて重量物取扱いに関する

言語トピックを抽出することとした。LDA

は文書などの言語に内在する潜在的なトピ

ックを確率的に推定するモデルを指す。ト

ピックモデル生成のための分析では、学術

データベースであるPubMedを用いて過去

20 年間（2004 年 1 月～2024 年 4 月まで）

の文献調査を行った。今回は、自然言語処理

による分析を行うためアブストラクト情報

がない論文は除外することとした。抽出し

た対象論文のテキスト情報を CSV でダウ

ンロードし、Python の機械学習ライブラリ

である”selenium”を用いて PMID をキーと

したスクレイピングによってアブストラク

ト情報と結合した。さらに”sklearn”ライブ

ラリを使用し、LDA の潜在トピック数を 10

と設定して重量物取扱いの腰痛予防研究の

要約し、暫定的にカテゴリ分類を行った。 
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2) スコーピングレビューとヘルスケア

クエスチョンの設定 

HQ 設定のため、Preferred reporting 

items for systematic reviews and meta-

analysis extension for scoping reviews 

(PRISMA-ScR) 1) に従ってScRを実施した。

本 ScR のリサーチクエスチョンを“運輸業

(トラック運転業務や倉庫内業務)に従事す

る労働者に対して実践されてきた腰痛一次

予防対策は何か?”として、PCC (Population，

Concept，Context) フレームワーク 2)を用

いて、トピックモデルによって抽出された

腰痛対策カテゴリ分類を参照して検索式を

作成し、学術データベースである PubMed

および医中誌を用いて文献検索を行った 3)。 

本 ScRは運輸業に限定した文献検索であ

ることから、論文数が少なくなることを回

避するため対象期間は設定せず、抄録や会

議録など抽出された全ての文献をスクリー

ニングに含めた。抽出された文献は独立し

た 2 名の評価者が一次，二次スクリーニン

グを行い適格基準に合致するかを評価した。

さらに、二次スクリーニングの結果をもと

にして、運輸業における腰痛予防対策のた

めの HQ を設定し、ステークホルダーは相

対的重要度を 0-10 の 11 段階で評価した。

SR の優先度を決定するために、ステークホ

ルダー全員の回答をもとに重要度の平均値

を算出した。 

 

2. システマティックレビュー 

 まずは、これまでに運輸業における腰痛

予防対策に関連する SR が実施されていな

いかを調査するため、SR のプロトコルや研

究計画に関する国際的なデータベースであ

る PROSPERO を検索して本事業が実施す

る SR が実施されていないことを確認し、

本 SR のプロトコルを登録した。ScR によ

って導出された HQ に対してエビデンスを

精査するための網羅的な検索式を構築し、

学術データベースである PubMed、Web of 

Science、Scopus、医中誌にて文献検索を行

った。適格基準および除外基準を設定し、

ScR と同様に独立した 2 名の評価者がスク

リーニングを行い適格基準に合致するかを

評価した。なお、本 SR にはステークホルダ

ーとして参画した学術団体より若手研究者

を募り、11 名の研究協力者のもと SR を実

施した。 

 

C. 結果 

潜在ディリクレ配分法を用いた重量物取

扱い作業のトピックモデルについては、

PubMed の検索の結果、203 件の論文がヒ

ットし、そのうち 2004 年以降の論文を抽出

すると 154 件となった。さらにアブストラ

クトのない 2 件を除外し、最終的に 152 件

の論文のテキスト情報をアブストラクト情

報と結合して分析に用いた。また、抽出され

た潜在的なトピックモデル上位 10件は表 1

のとおりである。最も確率の高いトピック

1 は”squat”や”stoop”による持ち上げ方の

教育に関する内容であった。トピック 2 で

はガイドラインや麻酔など治療に関する内

容が、トピック 3 と 6 では繰り返し・負荷・

MAPO・運搬など評価に関する用語が示さ

れた。さらにトピック 4，5 では RCT・

MMH・ストレスなど研究デザインに関する

内容が、トピック 7～10 では持上げ・能力・

参加型・エクササイズ・スライディング・シ

ート・補助具などの対策に関するトピック
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が示された。 

これらのトピックは暫定的に 5 つのカテ

ゴリに分類した。特に”持ち上げ方(squat 法

から stoop 法への推奨)”による従業員教育

や、エクササイズ、持ち上げ技術など個人対

策に関する用語がある一方で、参加型、

MAPO（組織診断型腰痛リスク評価）など

の組織介入対策などが行われていることが

確認された。 

 ScR における文献検索では、272 件がヒ

ットし、スクリーニングの結果、15 文献が

抽出された 4-18)（図 1）。これらの文献に記

載がある腰痛対策の内容についてトピック

モデルを参考に、個人で実践する対策と組

織が実践する対策に分類した。紹介されて

いる対策別に文献数をカウントすると（重

複あり），組織的な対策としては外骨格デバ

イスの着用による腰部負担軽減効果に関す

る内容、リフティング技術に関する教育が

それぞれ 5 編、職場改善が 2 編、トラック

のシート変更による振動対策、運動教育の

実施、リフティングデバイスの使用方法に

関する教育、脊柱障害に関する健康診断の

実践およびリフティングデバイスの使用に

関する文献がそれぞれ 1 編ずつであった。

個人的な対策としては、マッサージ、肥満対

策が 1 編、インソールが 2 編、運動の実践

が 4 編、腰部保護ベルトの着用が 6 編と最

表 1 潜在ディリクレ配分法で抽出されたトピックとカテゴリ分類 

トピック 

 
カテゴリ分類 

 
E T A R M 

Topic 1: lift, squat, knee, movement, stoop 
 

● 
    

Topic 2: guidelines, anesthesia 
  

● 
   

Topic 3: repetitive, exoskeleton, loading, muscle, 

device, force 

   
● 

  

Topic 4: trials, devices, mmh, advice, problems, 

rcts, reviews, exercise, controlled 

    
● 

 

Topic 5: impact, stress, trials 
    

● 
 

Topic 6: mapo, carrying, female, days, persistent, 

developing, acute 

   
● 

  

Topic 7: lift, capacity, cases, differences, transfer, 

baggage, skill 

     
● 

Topic 8: participatory, exercise, new, controlled, 

transfer, farmers, therapists, daily 

     
● 

Topic 9: forces, l5, sliding, sheet, muscle, 

compression, program, test, repositioning 

     
● 

Topic 10: aids, instrument, mechanical, small, 

observation, assistance, complaints, combined 

     
● 

E: Education (教育); T: Treatment (治療); A: Assessment (評価); R: Research Design 

(研究デザイン); M: Measurement (対策) 
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も多かった 3)。 

これらの結果を基にして、SR 班内で検討

を行い 8 つの HQ を産官学連携コンソーシ

アム会合に提案し、ステークホルダー30 名

（行政、災害防止団体、民間運輸業、学術団

体代表）より相対的重要度評価を受け、HQ

別に平均値を算出した（表 2）。その結果、

ステークホルダーが最も重要視した対策は、

複合的アプローチに関するエビデンスとな

り、次いで休憩のタイミング、リスク評価に

関するエビデンスであった。 

SR 先行調査では、PROSPERO データベ

ースを腰痛、労働者、公衆衛生のキーワード

で検索した結果、56 件のプロトコル登録が

確認された。内容を精査したところ、長距離

およびタクシードライバーの腰痛予防に関

する SR が 1 件登録されていたが、本事業

のスコープ（総務省日本標準産業分類の運

輸業、郵便業において道路貨物運送業およ

び倉庫業に分類される、中・長距離トラック

運転手、宅配業者（近距離運転手）、倉庫内

作業者）とは異なるため、本 SR のプロトコ

ルを PROSPERO データペースへ登録した

(ID: CRD420251006371)。現在、登録した

プロトコルに沿って、4 つの学術データベ

ースから抽出された 1220 件（Pubmed 390

件、Scopus 193 件、Web of science 607 件、

医中誌 30 件）より重複を除いた 856 件の

文献のレビューを実施中である。 

 

D. 文献レビューに関する考察 

ScR でまとめた知見を文献 3)より引用し

て考察する。運輸業でこれまで実践されて

きた腰痛対策の内容について、個人と組織

が実践する対策に分類して腰痛予防対策の

エビデンスを整理した。組織的な対策とし

て外骨格デバイスの着用による腰部負担軽

減効果に関する報告、リフティング技術に

関する教育効果が示されている。外骨格デ

バイスに関する研究では、重量物持上げ動

作時の脊柱起立筋の負担軽減や動作時の代

謝効率上昇などが報告され、組織が導入す

ることにより倉庫内作業などへの一次予防

対策への活用可能性が示されていた。リフ

ティング技術については、組織が主体とな

りリフティング技術の導入を推奨するもの

から、Stoop 法と Squat 法を作業場面に応

じて指導する必要性を論じた内容など幅広

く報告されていた。また、組織対策の一環と

して脊柱障害に関する健康診断の実践、運

データベース検索
で特定された文献

数: (n=272) 

重複する文献(n=2) 

抽出された文献
数: (n=270) 

除外した文献: 
(n=223) 

適合性が評価さ
れた文献数: 

(n=47) 

採択した文献数: 
(n=15) 

除外した文献 : 
(n=32) 
・対象が異なる: 
(n=4) 
・研究デザイン: 
(n=4) 
・治療に関する
文献: (n=9) 
・対策内容が不
明確: (n=12) 
・重複論文: 
(n=2) 
・入手困難 
(n=1) 

Id
e
n
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n
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図 1 論文選択フロー 3) 
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動指導や職場改善の実践、トラックのシー

ト変更による振動対策などの報告も見受け

られた。個人的な対策として最も報告され

ていた対策内容は腰部保護ベルトの着用で

あったが、効果には乏しいという報告もな

されており、その使用効果は検討の余地が

ある。腰部保護ベルトに次いで運動の実践

が多く、その有効性は発症予防だけでなく、

発症後の重症化予防（二次予防）にも有効で

あることが示されていた。マッサージ、肥満

対策、靴底へのインソール挿入対策につい

て、いずれも明確な効果は示されていなか

った。 

これらのレビュー内容および本事業にお

ける現場調査の結果などを総合的に勘案し

て 8 つの HQ を設定し、ステークホルダー

より相対的重要度の評価を受けたが、多く

のステークホルダーは単一の介入ではなく

複合的な介入の効果や、適切な休憩のタイ

ミング（作業設計）の効果、腰痛リスク評価

の種類や使用方法などを知りたいと考えて

いた。現在、これらのニーズの高い HQ に

対応するための SR を実施中である。 

 

E. 結論 

 本研究では、運輸業における従来型の腰

痛対策エビデンスを整理した。運動など有

効な腰痛対策に加えて、今後はいくつかの

介入を組み合わせた複合的なアプローチの

効果、休憩設計などに関する知見やその効

果、腰痛リスク評価の社会実装やその効果

に関するエビデンスの整理や構築が求めら

れる。 

 

F. 研究発表 

１．発表論文 

該当無し 

 

２．学会発表 

谷直道 , 石井賢治，酒井一輝，榎原毅

（2024）．潜在ディリクレ配分法を用いた

重量物取扱い作業のトピックモデル生成. 

日本労働科学学会第 5 回年次大会,ポスタ

ー演題, P1-4, 2024 年 5 月 18 日. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 

 

表 2 ScRによるヘルスケアクエスチョンと相対的重要度評価の結果（平均値順） 

No ヘルスケアクエスチョン (HQ) 

相対的重要度 

平均値 

HQ 7 いくつかの対策を組み合わせた複合的なアプローチ方法は無いの？ 8.2 

HQ 8 適切な休憩のタイミングはあるの？ 8.1 

HQ 6 リスク評価にはどのようなものがあるの？ 7.3 

HQ 4 参加型職場改善は腰痛一次予防に効果的なの？ 7.2 

HQ 5 心理的ストレス要因には何があるの？ 7.0 

HQ 3 仕事の負荷を活用して筋力トレーニングはできないの？ 6.5 

HQ 2 アシストスーツはどのように活用されているの？ 5.8 

HQ 1 腰痛一次予防にデジタルヘルステクノロジは活用されているの？ 5.5 
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業における腰痛問題の現状と予防対策に関する実態調査 

 

研究分担者 岩切 一幸 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

研究分担者 杜 唐慧子 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 

研究要旨 

【目的】陸上貨物運送業に従事する労働者は、慢性的な腰痛に悩まされることが多く、労

働安全衛生上の重要な課題となっている。しかしながら、現状では抜本的な解決に至って

いない。腰痛は作業効率の低下や欠勤にもつながるため、業界全体での対策が必要とな

る。本研究では、腰痛予防に有用な取り組みと現場の課題を明らかにすることを目的とし

て、運転手および倉庫作業者の作業実態と腰痛の現状、これまでに取り組まれている予防

対策について調査を行った。 

【方法】調査は、2024 年 7 月～2025 年 2 月にかけて、8 事業場の管理者および作業者 16

名に対する現地調査（ヒアリング）と、Web アンケート調査を行った（2024 年 12 月に

実施）。ヒアリングでは作業内容や腰痛対策の実施状況を聞き取り、Web アンケートで

は、労働者の基本情報、勤務状況、腰痛の有無や腰痛リスク要因、活用されている腰痛予

防策などの情報を収集した。 

【結果】ヒアリング調査では、多くの作業者が慢性腰痛を抱えており、腰部に負担の大き

い作業として荷物の積み下ろしや中腰姿勢での作業などが挙げられた。腰痛予防対策で

は、正しい持ち方や姿勢の指導、ストレッチ体操、作業効率を高める機器の導入などが実

施されていた。Web アンケート調査では有効回答数 1990 名を得た。回答者の 67％が腰

痛を有し、13％は業務に支障がある重度の腰痛であった。ドライバーは運動不足や不良

姿勢、倉庫作業者は重量物の取扱いや長時間の立ち作業が主な要因であった。有効とされ

た対策では、腰痛予防ベルト、トレーニング、ウェアラブル装置などがあった。 

【結論】陸上貨物運送業では、労働災害に至らない腰痛が広く蔓延しており、労働者の高

齢化も進む中で腰痛予防対策の重要性が高まっている。作業姿勢に関する教育の不徹底、

休憩時間の確保不足、人力による重筋作業が課題であり、今後は労働衛生教育の強化、自

動化のための機器導入および推進、定期的な休憩の明確化、簡便な運動プログラムの導入

など、総合的な取り組みが必要である。 
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A. 研究目的 

陸上貨物運送業従事者の腰痛は、労働安

全衛生上の重要な問題となっており、業界

全体で長年にわたり取り組まれている課題

である。この腰痛予防対策は、労働者の健康

維持に加え、作業効率の低下や欠勤の防止

につながることが期待され、業界全体の発

展にも寄与すると考えられる。具体的な対

策としては、職場における腰痛予防対策指

針や ISO 11228-1 などが提案されている。

しかし、陸上貨物運送業従事者の腰痛問題

は依然として解決に至っていない。この問

題を解決するための糸口としては、陸上貨

物運送業固有の作業特性、腰痛の現状、取り

組まれている腰痛予防対策の実態を再評価

し、改めて問題点を明らかにすることが必

要と考える。また、腰痛予防に有用な取り組

みを見出し、良好事例として業界全体に共

有することが腰痛者の軽減に寄与すると考

える。 

そこで本研究では、腰痛予防に有用な取

り組みと問題点を明らかにすることを目的

として、陸上貨物運送業の運転手および倉

庫作業者における腰部負担の大きい作業、

腰痛の現状、腰痛予防対策の取り組みにつ

いて調査した。 

 

B. 研究方法 

本研究では、ヒアリング調査と Web アン

ケート調査を実施した。 

 

＜ヒアリング調査＞ 

ヒアリング調査では、8 事業場の管理者

および作業者の計 16 名を対象とし、以下の

項目について調査した。調査時期は、2024

年 7 月～2025 年 2 月であった。 

 事業場の概要 

 腰痛者数および腰痛による休業者数 

 腰部負担の大きな作業内容 

 事業場全体で取り組んでいる腰痛予防

対策 

 効果的と思われる腰痛予防対策 

 労働者個人の腰痛予防対策や工夫 

 

＜Web アンケート調査＞ 

Web アンケート調査では、2000 名を対象

とし、以下の項目について調査した。調査時

期は、2024 年 12 月であった。 

 

 個人情報：性別、年齢、身長、体重、喫

煙歴 

 勤務状況：勤務年数、雇用形態、勤務

内容、勤務時間、職場性ストレス 

 腰痛の有無 

 腰痛のリスク要因 

 

会社から提供されて活用している腰痛予

防対策と利用して良かったと感じる対策 

個人的に取り組んでいる腰痛予防対策 

Web アンケート調査の有効回答数は 1、990

名、そのうち男性が 1、616 名、女性が 374

名であった。回答者の年齢（平均値と標準偏

差）は 49。4±12。6 歳、 身長は 168。5±

7。5cm、体重は 66。2±12。6kg であった。 

調査は労働安全衛生総合研究所の倫理委員

会の承認を得て実施した。 

 

C. 結果 

ヒアリング及びアンケート調査結果を以

下に示す。 

 

＜ヒアリング調査＞ 



- 20 - 

ヒアリング調査の結果、労働災害として

腰痛の申告はなかった。しかし、多くの作業

者は慢性的な腰痛を抱えていた。特に腰部

負担の大きな作業としては、以下の業務が

あげられた。 

 

 ピッキング作業における荷物の積み込

みおよび積み下ろし 

 トラックへの荷物の積み込み・積み下

ろし 

 カゴ車や冷蔵・冷凍用のコールドボッ

クスの移動（重量：300～500kg） 

 軽トラックの荷台における荷物整理

（荷台の高さが低いため中腰や前傾姿

勢が強いられる） 

 坂道での台車およびカゴ車の押し・引

き 

 荷物の持ち上げおよび運搬 

 軽トラックのリクライニング機能がな

い座席での長時間運転 

 配送先におけるパレット間の荷物の移

し替え 

 

これらの作業においては、持ち上げ動作、

不安定な姿勢、繰り返し作業、長時間の姿勢

保持など、腰部に負担となる姿勢や動作が

複合的に含まれていた。 

腰痛予防に有用と思われる取り組みにつ

いては、まず荷物の持ち方に関する教育が

あげられ、以下のような基本動作の指導が

行われていた。 

 

 荷物を持つ際には、手を箱の対角線上

に配置し、身体に引き寄せて保持する 

 身体はひねらず、方向転換の際は足を

使って身体全体を回転させる 

 大型の荷物を扱う際には荷物をベルト

で巻き、そのベルトを持つようにする 

 

また、作業姿勢に関しては、前かがみにな

るのではなく、膝を曲げて腰を落とすこと

が指導されていた。宅配トラックの座席設

定では、背もたれの角度を約 90 度に保ち、

座席位置を比較的前方にし、ハンドルの高

さは低めに調整するように指導されていた。

宅配トラックからの降車時には、姿勢をま

っすぐに保ち、飛び降りないこととされて

いた。さらに、ピッキング作業の現場では、

全員で定期的に、例えば 1 時間に 5 分程度

の休憩をとっていた。ストレッチ体操も腰

痛予防対策として積極的に行われており、

労働者からの評価も高かった。多くの事業

所では、朝礼時にストレッチ体操を実施し

ていた。また、長距離運転後や荷物の積み下

ろし前に実施している場合もあった。作業

の効率化および身体的負担の軽減に向けた

工夫としては、以下のような取り組みが確

認された。 

 

 トラック荷台奥までローラーコンベヤ

を延長することによる荷物の積み込み

の省力化 

 荷物の大きさにかかわらず常に台車を

利用する 

 パレットの移し替えや荷物の構内移動

の自動化 

 

その他、多くの事業場では、発生した腰痛

事例を掲示しており、作業者への注意喚起

および安全意識の向上を図っていた。 

 

＜Web アンケート調査＞ 
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Web アンケートでは、67％の回答者が腰

痛を訴えていた。そのうち、仕事に支障をき

たす重度の腰痛者は、全回答者の 13％であ

った。労働時間に関しては、1 日 8 時間以

上勤務していると者は 62%を占めた。その

うち、全体の 11％は 12 時間以上勤務する

と回答した。 

解析では、勤務内容に基づき、回答者を 2

つの職種群に分類した。1 つは、トラックド

ライバー専門群とし、トラック運転が業務

の 6 割以上を占める者とした（850 名）。も

う 1 つは、倉庫作業専門群とし、人力また

はフォークリフトによる荷物の積み込み・

積み下ろしが業務の 6 割以上を占める者と

した（564 名）。職業性ストレスに関する結

果は、「まったく感じない」と回答した者が

8%にとどまった。一方、「かなり感じる」「非

常に強く感じる」と回答した者は 42%に達

しった。そのうち、強いストレスを感じる割

合は、倉庫作業専門群がトラックドライバ

ー専門群よりも多かった。 

腰痛があると回答した者のうち、トラッ

クドライバー専門群では、「運動不足」と「人

力での重量物の取り扱い」が多く訴えられ

ていた。その他、運転中の姿勢の悪さや、8

時間以上の労働時間が挙げられた。一方、倉

庫作業専門群では、「人力での荷物の取り扱

い」が最も多く、次いで「長時間の立ち作

業」、「荷物取扱時の不自然な姿勢」、「精神

的ストレス」と続いた。 

事業場から提供されて実際に活用してい

た腰痛予防対策は、トラックドライバー専

門群と倉庫作業専門群で傾向に違いが見ら

れた。トラックドライバー専門群では、「腰

痛予防ベルトの利用」が最も多く、次いで

「体操やトレーニングの実施」、「運転席で

のクッションの利用」、「エアサスペンショ

ンの導入」などが挙げられた。提供された対

策の中で「良かった」と評価された割合は、

「重量物持ち上げ用機器の導入」が最も多

く、次いで「腰痛予防ベルトの利用」や「エ

アサスペンションの導入」が続いた。また、

導入事例は少ないものの、「ウェアラブル装

置の導入」は高い評価を得ていた。一方、倉

庫作業専門群では、「体操やトレーニングの

実施」が最も多く、次いで「腰痛予防ベルト

の利用」や「作業姿勢に関する指導」が挙げ

られた。「良かった」と評価された割合は、

「腰痛予防ベルトの利用」が最も多く、次い

で「ウェアラブル装置の導入」、「体操・トレ

ーニングの実施」、「重量物持ち上げ用機器」

の順となった。 

個人で取り組んでいた腰痛予防対策とし

ては、トラックドライバー専門群、倉庫作業

専門群のいずれにおいても、「ストレッチ体

操」や「筋力トレーニング」の回答が多かっ

た。いずれの職種においても、日頃から体を

動かしてコンディションを整えることが、

腰痛予防につながるという意識があった。 

 

D. 考察 

陸上貨物運送業に従事する作業者は、労

働災害に至らないまでも、多くの者が腰痛

を訴えていた。ヒアリング調査の結果から、

現在の陸上貨物運送業における腰痛問題の

実態と有用と思われる対策を以下に記す。 

本調査では、作業姿勢や荷物の持ち方な

どに関する教育は十分に行われておらず、

各作業者の裁量に任されている実態が確認

された。不良姿勢での重量物の取り扱いは

腰痛発生のリスクを高めると考えられる。

特に中途採用や契約雇用が多い業種である
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ことから、新人研修に加えて、定期的な労働

安全衛生教育の実施が求められる。 

休憩時間の確保については、事業場ごと

に対応が異なっており、繁忙期やシフト制

の影響により、十分な休憩が取れない職場

も存在した。長時間労働により筋疲労が蓄

積されることで体幹の安定性が低下し、結

果として腰椎に過剰な負荷がかかることが

ある。また、休憩の不足は精神的ストレスの

増大にもつながる。作業内容にもよるが、短

時間でも定期的かつ一斉に休憩を取ること

が腰痛予防に有用な方策と思われた。 

人力による荷物の持ち上げや運搬は、依

然として多く見られた。大規模な倉庫では

コンベアやフォークリフトが活用されてい

るが、トラック荷台での荷物整理や配送先

での積み下ろし・積み替えなどは、ほとんど

が人力による作業であった。時間的制約の

中での作業は、腰部に過剰な負担をかける

要因となる。荷物運搬には可能な限り台車

を用いることが有用であり、さらにポータ

ブルな持ち上げ機器や簡易なウェアラブル

作業支援装置の導入も有効と考えられる。 

パレットの移し替え作業は、腰部に大き

な負担を与えていた。これに対しては、パレ

ットの規格統一や集約化を図ることが望ま

れる。 

労働者の年齢層は 40 代以上が中心であ

り、60 代以上の高齢労働者も増加傾向にあ

る。そのため、高齢者に適した作業環境の整

備や身体的負担を軽減する方策の検討が早

急に必要である。 

Web アンケート調査の結果、事業場にお

ける腰痛予防対策として、機器の導入や作

業支援装置の活用は、労働者に高く評価さ

れていた。今後は、さらに機械化および自動

化を進める必要がある。個人の取組みとし

ては、筋力トレーニングやストレッチなど

の自主的な運動が多く挙げられ、特に体幹

や下肢筋群を鍛える簡便なトレーニングメ

ニューの導入が有用と考えられた。 

腰痛予防ベルトについては使用率が高く、

使用者からの評価も良好であった。これは、

腰部負担の軽減には寄与するものの、腰痛

そのものの予防効果は限定的である。この

ことから、ベルト装着時には無理な作業姿

勢や過度な負荷を控えるよう教育すること

が必要である。 

以上のように、陸上運送業における腰痛

問題の実態を踏まえ、作業特性と現場の現

状を考慮した上で、より実効性の高い腰痛

予防対策を検討し、実施していく必要があ

る。 

 

E. 研究発表 

１．発表論文 

該当無し 

 

２．学会発表 

 該当無し 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業における荷物取扱い作業の腰痛リスク評価のための 

デジタルヘルステクノロジの開発に関する研究 

 

研究分担者 平内 和樹 （独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所・研究員 

研究分担者 瀬尾 明彦 東京都立大学システムデザイン学部・客員研究員 

 

研究要旨 

陸上貨物運送業（以下、運送業とする）における業務上腰痛は、全業種と比較しても多

く発生している傾向にあり、腰痛予防対策の普及促進が喫緊の課題である。腰痛予防対策

の普及促進を図るために、デジタルヘルステクノロジ（Digital Health Technology, DHT）

の活用が期待されるが、腰痛一次予防に関する DHT 研究は十分とは言い難い。 

現在はディープラーニングや AI (Artificial Intelligence)を応用した人間の姿勢推定手

法（以下、姿勢推定 AI とする）が急速に発展し、スマートフォンなどで撮影した画像や

動画から作業中の姿勢を捉え、腰痛リスクをより簡便に定量的に評価することが可能に

なると考えられる。そこで本研究では、運送業における荷物取扱い作業の腰痛リスク評価

のための DHT の開発に取り組む。 

姿勢推定 AI を用いて既存の人間工学評価法で腰痛リスク評価を行うために必要な作業

要因を数値化し、安全に取扱いできる荷物の質量の上限値を求め、実際の作業の荷物質量

と比較することでリスク判定を行う Web アプリケーションの開発を行った。開発した

Web アプリケーション（以下、本アプリとする）は、運送業で頻繁にみられる「荷物持

ち上げ」、「荷物の運搬」、「押し引き」の 3 つの作業について、Google が開発した姿勢推

定 AI である BlazePose を用いて画像や動画から評価できる。 

また、運送業の現場によっては撮影が困難な場合も考慮して、目視および手入力による

評価にも対応させた。アプリは、デバイスの種類や OS に問わず、腰痛リスクの評価を可

能とするために Web アプリケーションとしたが、一部のデバイス・OS において機能が

制限されることが明らかになった。予備実験による評価精度の検証の結果、全体的に腰痛

リスクを過小評価する傾向にあった。これは、BlazePose による姿勢推定は単眼カメラの

情報に基づくため、奥行情報を含めた 3 次元姿勢を推定の際に誤差が生じるためであり、

改善が必要な作業条件を見落とさないために評価値の補正などの追加の対策が必要であ

ることが示された。 
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A. 研究目的 

厚生労働省の労働災害統計によれば、最

も多い業務上疾病は業務上腰痛であり、特

に陸上貨物運送業（以下、運送業とする）の

腰痛の年千人率（1 年間の労働者 1000 人あ

たりの労働災害死傷者数）は 0.41 と、全業

種平均の 0.1 に対して約 4 倍も高い。した

がって、運送業で働く労働者に対する腰痛

予防対策の普及促進は喫緊の課題である。 

運送業における腰痛予防対策の普及促進

を図るために、デジタルヘルステクノロジ

（Digital Health Technology, DHT）の活用

が期待されるが、メンタルヘルス対策に関

連する DHT 研究は多いものの、腰痛予防

対策に関する DHT 研究は十分とは言い難

い。腰痛のコントロールや重症化予防を目

的とした二次予防に関するアプリケーショ

ン研究は多く行われているが、一次予防に

おける DHT 研究は多くない。腰痛一次予

防のためには、リスクアセスメントを活用

した人間工学的対策が重要であり、

ISO11228-1 (JIS Z8505-1)1, 2)では、重量物

取扱いのリスク評価ツールが提供されてい

る。特に、トラック運転手、荷役作業者は頻

繁な荷物の積載作業などを行うため、これ

らの荷物取扱い作業による腰痛リスクを定

量的に把握することが可能な簡便な手法の

開発が望まれる。近年では、ディープラーニ

ングや AI（Artificial Intelligence）を用い

た人間の姿勢推定手法（以下、姿勢推定 AI

とする）が急速に発展し、作業者のモニタリ

ングなどにも活用されつつある。これらの

手法の中には、高性能な計算機を必要とす

ることなく、スマートフォンをはじめとす

るモバイルデバイスで実行可能な手法も提

案されている。したがって、スマートフォン

などを利用して作業中の姿勢を捉え、腰痛

リスクを定量的に評価することも可能にな

ると考えられ、このような DHT の普及は

運送業の現場における腰痛リスクの可視

化・評価、そして改善へとつながることが期

待される。 

そこで本研究では、運送業における荷物

取扱い作業の腰痛リスク評価のための

DHT の開発に取り組む。具体的には、スマ

ートフォンなどで撮影された写真や動画か

ら姿勢推定 AI を用いて既存の人間工学評

価手法で腰痛リスク評価を行うために必要

な作業要因を数値化し、算出された腰痛リ

スク評価指標に基づいて作業改善を実施す

るWebベースのアプリケーションの開発を

行う。また本年度は、開発したアプリケーシ

ョンの動作環境の調査、予備実験による精

度検証を行う。 

 

B. 運送業における荷物取扱い作業の腰痛

リスク評価のための DHT の開発 

運送業における荷物取扱い作業の腰痛リ

スク評価のための DHT が満たすべき要件

は以下の通りである。 

（1） スマートフォン・タブレット・PC で

動作すること 

（2） 現場の作業をアプリにより動画ま

たは静止画で撮影すること 

（3） 姿勢推定 AI を活用すること 

（4） 既存の人間工学評価法に基づく腰

痛リスク評価値の算出が可能であ

ること 

（5） 得られた評価値に基づいた作業改

善が実施可能であること 

要件(1)を満たすため、JavaScript による

Web アプリケーションを採用した。スマー
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トフォンやタブレットは現場で撮影しデー

タを収取する役割を持つとともに、簡易評

価を可能にすることで現場手動での改善活

動を促すことを目的としている。一方で、収

集したデータの集計、高リスクの作業の抽

出・順位付け、改善の効果予測のためには

PC の利用が推奨される。要件(2)は後述す

る要件(3)で姿勢推定 AI を活用するために

必要であるが、作業現場によっては撮影が

困難な場合もあるため、目視のみで記録・評

価も可能にする必要がある。姿勢推定 AI は

Googleが開発した 3次元姿勢推定アルゴリ

ズムである BlazePose3)を採用した。この姿

勢推定 AI は、他の手法と比較して計算コス

トが低く、スマートフォンなどのモバイル

デバイスで実行可能である。さらに、

JavaScript が持つライブラリの 1つである

TensorFlow.js に学習済みのモデルがあり、

JavaScriptによる開発との親和性が高いこ

とから採用した。 

図 1 は PC で表示した場合の運送業にお

ける荷物取扱い作業の腰痛リスク評価のた

めの Web アプリケーション（以下、本アプ

リとする）である。本アプリは、筆者らで主

要な機能等の開発を行い、アプリケーショ

ンのデザインについては外部委託を行った。

本アプリが対象とするのは、運送業でも頻

繁にみられる代表的な荷物取扱い作業であ

り、腰痛リスクの高い「荷物の持ち上げ」、

「荷物の運搬」、「押し引き」の 3 つの作業

である。それぞれの作業に対して以下のツ

ールを用いて評価する。 

1) 荷物の持ち上げ評価：米国の労働安全

衛生研究所（National Institute for 

Occupational Safety and Health, 

 

図 1 開発した運送業における荷物取扱い作業の腰痛リスク評価のための Web アプリケーション 
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NIOSH ）の持ち上げ式（ NIOSH 

Lifting equation, NLE）4)、およびその

発展形である ISO11228-1 (JIS Z8505-

1)の持ち上げ式による評価 1, 2) 

2) 運搬の評価：ISO11228-1 (JIS Z8505-

1)に含まれる運搬の評価式による評価

1, 2) 

3) 押し引きの評価：Snook & Ciriello の

表 5)を拡張した Liberty-Mutual の押

し引きの評価式 6)による評価 

これらのツールは、作業要因は数値化し

て安全に取扱いができる荷物の質量の上限

値を求める。この上限値を実際の作業での

荷物質量と比較することでリスク判定を行

う。また、数値化された作業要因により、

個々の改善の順位付けや複合的な作業要因

の改善による効果推定にも利用できる。ど

の作業の評価を行うかは、本アプリ上部の

作業ボタンにより選択する。 

本アプリはサイトのトップページに入る

と、図 2 の左側の画面が表示される。本ア

プリには、「キャプチャ画面」、「入力画面」、

「結果画面」、「解析画面」の 4 つの画面が

あるが、図 2 中の 1~5 のリンクをクリック

して必要な画面のみが表示された状態で本

アプリを起動する。スマートフォンなどは、

姿勢のキャプチャや入力のみを利用し、タ

ブレットでは、入力と評価またはキャプチ

ャの 2 画面を並べて表示するなど、使用す

るデバイスや評価の目的に応じて使い分け

ることができる。以下では、「荷物持ち上げ」

の評価における各画面の機能について簡単

に紹介する。 

「キャプチャ画面」は、カメラによる撮影

および BlazePose による姿勢の推定を行う。

また、事前に撮影した画像ファイルの読み

込みも行う。スマートフォンなどでの簡易

評価に対応するために、姿勢キャプチャ部

分には簡易的な評価値が表示されるように

なっている。 

「入力画面」では、評価に必要な各作業要

因を入力することができる。ここで事前に

荷物質量を入力することで、正確な腰痛リ

スク評価値を算出できる。また、値を変更す

ると、直ちに評価値が再計算され、「結果画

面」に表示される。 

「結果画面」は、各評価値と筋骨格系リス

ク低減のための優先的な改善案が提示され

る。 

「解析画面」は、記録したタスクの評価結

果の再表示、集計、持ち上げの場合の複数タ

スクの解析を行う場合に使用する。 

 

C. アプリケーションの動作環境の調査 

本アプリはデバイス・OS・ブラウザに関

係なく動作するかを検証するために、いく

つかのデバイスでWebアプリケーションが

実際に期待通りの動作を行うか調査した。 

表 1は本アプリの作動状況をOS、CPU、

ブラウザソフトの観点からまとめたもので

ある。Mac および iOS/iPadOS は、Google 

Chrome および Safari の利用のどちらにお

いても、推定結果のダウンロードが正常に

行われないことがあった。これは、Mac や

iOS/iPadOS のダウンロードに関する権限

が、Windows や Android とは異なるためで

ある。特に、複数のファイルを同時にダウン

ロードする許可の確認が行われず、解析結

果と画像の同時ダウンロードの際に、解析

結果のテキストファイルしか保存されない

など機能が制限されることを確認した。ま

た、Firefox は動作するが、その挙動が重か
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った。また、いくつかの Android デバイス

で追加の動作検証を行った。表 1 に示した

Snapdragon 695 よりもベンチマーク上は

高性能なCPUであるMediaTek Kompanio 

1300Tを搭載したAndroidタブレットでは、

動画の処理が重くなるような現象が見られ、

動画解析に関する機能が制限されることが

確認された。ただし、動画を用いない場合の

処理（写真での評価やリアルタイムでの評

価）は、動作が重い場合もあるが問題なく動

作した。 

 

D. 予備実験による評価精度の検証 

本アプリの評価精度を検証するために、

荷物持ち上げ作業を模した実験を行った。

表 2 に示す水平距離、垂直距離を持ち上げ

開始点とした時の荷物持ち上げ姿勢を正面、

斜め、側面から撮影し、本アプリにより持ち

上げ指数（Lifting Index, LI）を推定した。

その後、NLE のリスク評価区分に基づいて

推定精度について、NLE の計算値と比較し

た。なお、NLE の計算において、取り扱う

荷物質量は 10 kg、終点は水平距離 400 mm、

垂直距離 1380 mm を仮定した。 

表 2 はリスク評価区分に基づく推定精度

を示す。過大評価した条件はセルを赤で、過

小評価した条件はセルを青で塗りつぶして

いる。過大評価した条件は 2 条件のみで、

全体的にリスクを過小評価する傾向にあっ

た。また、側面からの撮影が LI の計算値と

リスク評価区分が一致する傾向にあった。

図 3 は過小評価された水平距離 630 mm、

 

図 2 Web アプリケーションのトップページと各画面の構成 

フル機能版

キャプチャのみ

入力のみ

入力＋評価

入力＋キャプチャ

アプリのトップページ
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垂直距離 1025 mm の正面から撮影された

ときの推定結果である。BlazePose は単眼カ

メラの情報から 3 次元姿勢を推定する手法

であり、奥行情報も推定している。したがっ

て、正面からの撮影では体幹の傾きをうま

く推定できず、水平距離が短くなったこと

で、持ち上げ可能な質量が増加したと推察

される。過小評価をした条件は改善が必要

な作業条件を見落とす可能性があるため、

NLE の計算値に近づくような補正が必要で

あると考えられる。本予備実験の結果は、第

31 回作業関連性運動器障害研究会定例会に

て報告している。 

 

E. 結論 

 運送業における荷物取扱い作業、特に「荷

物持ち上げ」、「荷物の運搬」、「押し引き」に

よる腰痛リスク評価のための、姿勢推定 AI

を用いた DHT の開発を行った。開発した

アプリケーションの動作要件について調査

し、予備実験による評価精度の検証により、

本アプリの課題等について明らかにした。 

 

F. 研究発表 

１．発表論文 

該当無し 

 

２．学会発表 

 平 内 和 樹 , 瀬 尾 明 彦 , 谷 直 道 , 榎 原 毅 

(2024) 3 次元姿勢推定アルゴリズムによる

NIOSH Lifting equation の簡易計算アプリ

ケーションの提案. 第 31 回作業関連性運動

器障害研究会定例会, 一般演題 , 演題 1, 

2024 年 11 月 2 日. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 Web アプリケーションの作動状況 

OS CPU 
ブラウザソフト 

Google Chrome Firefox Safari 

Windows 10/11 Intel Core i5 第 8 世代以上 〇 △（動作が重い） — （未対応） 

Mac Apple M1 以上 △（制限あり）  △（制限あり） 

Android 
Snapdragon 695 

Google Tensor G2 
〇 △（動作が重い） — （未対応） 

iOS/iPadOS Apple M1, A11 Bionic △（制限あり）  △（制限あり） 

※グレーで塗りつぶされた箇所は未調査 
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水 平

距離 
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距離 

LI 計算値 

（評価区分） 

Web アプリ推定値 
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図 3 過小評価した条件の一例：水平距離 630 mm、

垂直距離 1025 mm、正面から撮影 

推定結果

体幹の傾きがうまく推定できないため
水平距離が短く判定されている
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陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

骨盤固有角を用いたテーラーメイド型介入プログラム開発研究 

 

研究代表者 榎原  毅 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 教授 

研究分担者 菅間  敦 成蹊大学 理工学部 理工学科 准教授 

 

研究要旨 

本研究は、陸上貨物運送業における腰痛の予防を目的とし、荷物持ち上げ作業において

個人の骨格特性が姿勢戦略に与える影響を明らかにすることを目的とした。 

特に骨盤固有角（Pelvic Incidence：PI）に着目し、PI の大小によって荷物持ち上げ時

の姿勢が異なるという仮説のもと動作分析を行った。実験には PI の異なる健常成人男性

6 名（PI：S、M、L の 3 群、各 2 名）を対象とし、9 軸モーションセンサを用いて持ち

上げ動作中の身体関節（胸部、腰部、骨盤、股関節、膝関節）の屈曲角度を測定した。実

験条件は、荷物の質量が 5 kg と 15 kg の 2 条件、床からの荷物高さ 4 水準（身長比 20～

50%まで 10％刻み）、および水平距離 2 水準（上肢長比 40%および 70%）を組み合わせ

た 16 条件とし、それぞれ 2 回ずつ測定を行った。計測方法として 9 軸モーションセンサ

を身体に取り付け、姿勢データを計測した。体幹の傾き角は、胸部（T6-T12）、腰部（T12-

S2）、骨盤（S2-鉛直線）、股関節（上前腸骨棘-大腿）、膝関節（大腿-下腿）の 5 部位につ

いて、静止立位時、持ち上げ姿勢時、荷物保持時、持ち下げ姿勢時の平均角度を算出した。 

実験の結果、PI が大きい群（PI:L）では、腰部の屈曲を抑えつつ骨盤を前傾させるこ

とで荷物にアプローチしており、骨盤・股関節を中心とした姿勢戦略が確認された。反対

に、PI が小さい群（PI:S）では胸部および腰部を大きく屈曲させて持ち上げる動作が多

く、体幹上部を主体とした Stoop 型の姿勢を取る傾向が強く、特に荷物質量が軽い場合

に顕著にみられた。これらの結果より、同じ作業であっても個人の骨格特性により身体の

使い方が異なることが示唆された。各作業姿勢の影響として、PI の小さい者は軽い荷物

を持ち上げる場合でも腰部負荷が大きくなりやすく、腰痛リスクが高い可能性がある一

方、PI が大きい者は骨盤主導の効率的な動作が取りやすい可能性が示された。 

本年度の研究により、荷物持ち上げ作業における腰痛予防においては、一律の「正しい

姿勢」を強いるのではなく、PI に基づいた個別最適化された動作指導が有効である可能

性が示唆された。 
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A. 研究目的 

陸上貨物運送業は、経済活動を支える基

幹産業でありながら、腰痛発生率が全業種

平均の 0.1 を大きく上回る 0.41 となってお

り 1)、労働災害の中でも特に腰痛の発生率

が高い職種の一つである。厚生労働省の労

働者死傷病報告によれば、重量物の手作業

による取り扱いを伴う作業従事者の間で、

腰痛を主訴とする職業性疾病の報告数が依

然として多く、作業効率や就労継続にも大

きな影響を及ぼしている 2)。こうした背景

から、国内では「労働安全衛生マネジメント

システム」に基づいた包括的な腰痛対策の

整備が求められており、単なる一般的教育

だけでなく、科学的根拠に基づいた個別最

適化された対策の必要性が高まっている。 

 現場における実践的な腰痛予防には、適

切な作業環境の整備が不可欠であると同時

に、作業者ごとに異なる身体的特性を考慮

した作業指導の導入が重要になると考えら

れる。特に、同じ作業姿勢であっても、人に

よって腰部への負荷のかかり方に違いがあ

ることが報告されており 3)、その個人差の

一因として骨盤―脊柱の構造的な配列の違

いが注目されている。 

本研究では、その構造的要素の一つであ

る骨盤固有角（Pelvic Incidence：PI）に着

目する。PI は仙骨の傾斜角と骨盤の前後傾

斜を包括的に示す解剖学的指標であり、各

個人において生涯不変の値とされる。PI が

大きい者は骨盤の前傾傾向が強く、腰椎前

弯の程度も増す傾向があるのに対し、PI が

小さい者では相対的に直立姿勢が保持され

やすい骨格構造を有する 4)。このことから、

PI は単なる解剖学的指標にとどまらず、作

業中の姿勢制御戦略の個人差を規定する要

因である可能性がある。 

そこで本研究では、荷物持ち上げ動作に

おいて、PI の大小により身体各部の動員パ

ターンがどのように異なるかを明らかにす

ることを目的とする。PI に応じた関節角度

変化の特徴を動作中に定量評価することで、

作業姿勢と身体負担の関係性を構造的に理

解し、将来的には PI に基づいたテーラーメ

イド型の作業指導法を構築するための基礎

的知見を得ることを目指す。 

 

B. 研究方法 

過去に腰痛の発症がなく、実験当日も腰

部に痛みのない大学生男性 6 名（22 歳）を

対象とした。研究対象者は、Hip-Knee Line

（HKL）角に基づいて PI を 3 区分に分類

した。HKL 角が 18.5°未満の場合を S、

18.5°～21.5°を M、21.5°以上を L とし、

各区分 2 名ずつとした。 

姿勢データ測定には 9 軸モーションセン

サ（Wit-motion 社、BWT901CL）を使用し、

第 6 胸椎(T6)、第 12 胸椎(T12)、第 2 仙骨

(S2)の棘突起上、上前腸骨棘上、大腿部側面、

下腿部側面の計 6 箇所に貼付した。持ち上

げる荷物として、収納ボックス（寸法[幅

29.5×奥行 44×高さ 16cm]）に重りを入れ、

質量を調整した。 

実験条件は、荷物の床上からの高さ（H）

を研究対象者の身長比 20%、30%、40%、

50%の 4 条件、身体から荷物までの水平距

離（HD）を研究対象者の上肢長比 40%、

70%の 2 条件、箱の重さを 5 kg および 15 

kgの 2条件として、計 16条件を設定した。

実験課題は、(1)3 秒間立位姿勢で静止、(2)3

秒かけて前屈みになり 3 秒静止、(3)3 秒か

けて持ち上げ、(4)3 秒保持、(5)3 秒かけて
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持ち下げ、(6)3 秒静止、(7)3 秒かけて立ち

上がるという約 21 秒の作業であった。 

分析方法として、モーションセンサの角度

差を求め、胸部（T6-T12）、腰部（T12-S2）、

骨盤（S2-鉛直線）、股関節（上前腸骨棘-大

腿）、膝関節（大腿-下腿）の 5 部位について

角度の時系列データを取得した。また、実験

課題終了後には「疲労部位しらべ」を用いて

主観的な作業負担感を調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は学内の倫理審査を経て承認を得

た上で実施された。研究対象者には実験の

目的と方法、予想されるリスクを説明し、書

面による同意を得た。また、実験中は対象者

の安全に配慮し、必要に応じて休憩を取り

入れた。 

 

C. 研究結果 

【5kg 荷物使用時の結果】 

持ち上げ姿勢時の結果を図 2～図 5 に示

す。胸部角は PI の大きさに反比例して小さ

くなる傾向が見られた。腰部角は PI:S、L、

M の順に小さくなった。骨盤角は、荷物の

高さが最も低い 20%の条件では、PI:L が最

も大きかった。一方、高さ 50%では PI によ

る差はほとんど見られなかった。股関節角

と膝関節角では、高さ 20%において PI:M

が他区分より顕著に大きい結果となった。 

荷物保持時、PI:S は胸部角と膝関節角が

正の値（屈曲）、腰部角と骨盤角が負の値（伸

展）を示した。PI:M は胸部角が負の値、腰

部角が正の値を示した。PI:L は胸部角と腰

部角は条件により変動し、骨盤角は負の値、

膝関節角は正の値を示した。骨盤角は S、

M、L の順に大きくなる傾向があった。 

主観評価では、5kg 条件においても腰部

と下肢に負担を感じる結果となった。PI:S

は高さ 20%、30%の低い条件で下肢に負担

を感じるが、腰部への負担は少なかった。

PI:L はほとんどの条件で腰部に負担を感じ

た。下肢の負担は、全 PI カテゴリーにおい

て高さが低い条件で大きくなる傾向が見ら

れた。 

全体として、荷物の水平距離による角度

変化の差は小さかった一方、高さによる影

響は顕著であり、高さが低いほど全身の屈

曲角が大きくなった。また、持ち上げ姿勢と

持ち下げ姿勢の角度パターンはほぼ同じで

あった。 

 

【15kg 荷物使用時の結果】 

15kg 条件においても 5kg 条件と同様の

傾向が多く見られたが、角度変化の大きさ

や主観的負担感はより顕著であった。持ち

上げ姿勢時の特徴的な点として、胸部屈曲

角は S 群で 24 度、M 群で 27 度、L 群で 14

度であり、L 群が最も小さかった。腰部屈曲

角は S 群で 49 度、M 群で 33 度、L 群で 39

度であり、S 群が最も大きかった。骨盤屈曲

角は S 群で 17 度、M 群で 27 度、L 群で 35

度となり、PI が大きくなるほど骨盤屈曲角

が大きくなる傾向が見られた。 

 

図 1 荷物持ち上げ実験の手順 
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荷物保持時では、S の場合は胸部を 6.7 度

屈曲させ、M と L の場合は胸部をそれぞれ

6.5 度と 3.1 度伸展させる傾向があった。主

観評価では、PI が S の場合、高さ 40%、

50%の高い条件において肩と上肢に負担を

感じる結果となった。 

 

【共通の結果】 

両質量条件において、荷物の水平距離によ

る角度変化の差は小さかった一方、高さに

よる影響は顕著であり、高さが低いほど全

身の屈曲角が大きくなった。また、持ち上げ

姿勢と持ち下げ姿勢の角度パターンはほぼ

同じであった。 

PI による姿勢の違いとして、PI が大きく

なるほど骨盤の屈曲角が大きくなり、PI が

小さいほど胸部と腰部の屈曲角が大きくな

る傾向が両重量条件で確認された。これは、

PIの大きさによって荷物を持ち上げる際の

身体の使い方に違いがあることを示唆して

いる。 

 

D. 考察 

 

図 2 質量 5kg 持ち上げ時の胸部角度          図 5 質量 5kg 持ち上げ時の股関節角度 

 

図 3 質量 5kg 持ち上げ時の腰部角度          図 6 質量 5kg 持ち上げ時の膝関節角度 

 

 

      図 4 質量 5kg 持ち上げ時の骨盤傾斜角 
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【立位姿勢の違い】 

PI が小さい人（S 群）は、静止立位姿勢

時に胸部を丸める傾向が見られた。これは

ケンダルによる姿勢分類のスウェイバック

（後弯平坦型）に近く、胸椎を屈曲させるこ

とで骨盤が後傾する傾向があると考えられ

る。反対に、PI が大きい人（L 群）は、胸

部を突き出す傾向があり、骨盤前傾の姿勢

をとりやすく、姿勢分類のロードシス（前弯

型）に近いことが示唆された。 

 

【屈曲姿勢の違い】 

PI:S の人は持ち上げ動作時に胸部と腰部

を大きく屈曲させる傾向があり、骨盤では

なく体幹上部を使って姿勢をとる傾向があ

った。この結果、上半身を丸めた Stoop lift

の姿勢をとりやすかった。これにより、腰部

から荷物までの水平距離が長くなり、腰部

モーメントが大きくなる可能性が考えられ

る。また、上肢を前方に出す傾向があり、上

肢の負担感につながったと考えられる。 

PI:M の人は胸部、腰部、骨盤の屈曲角が

中間的な値を示したが、一部の条件（特に低

い高さ）では股関節と膝関節を大きく屈曲

させていた。この結果は対象者間での姿勢

の違いによる可能性があり、研究対象者数

を増やすことでより明確な傾向が現れると

予想される。 

PI:L の人は胸部の屈曲が小さく、腰部と

骨盤を大きく屈曲させる傾向があり、主に

腰部付近を中心とした動作を行っていた。

膝関節の屈曲角は小さく、下肢の姿勢変化

はあまり使っていない傾向があった。荷物

の高さが高い場合、上半身を伸ばしたまま

傾斜させる傾向が観察された。 

 

【PI 別の姿勢戦略】 

PIが小さい人に適した姿勢戦略としては、

上半身を丸めずに伸ばし、膝関節や股関節

を柔軟に活用することで、腰部から荷物ま

での距離を短くし、腰部への負担を軽減す

る方略である。一方、PI が大きい人に適し

た姿勢戦略としては、高い位置に物がある

場合でも上半身を傾斜させず、膝を曲げて

腰を十分に下ろす姿勢（Squat 法）をとる

ことが有効である。 

 

【研究の限界】 

本研究の限界として、各群の対象者数が

2 名と少なく、個人差の影響が大きい可能

性があること、条件をランダム化したが後

半の実験では疲労の影響があった可能性が

あること、静止状態での測定であったため

持ち上げ瞬間の筋肉の緊張が捉えられてい

ない可能性があることが挙げられる。また、

研究対象者の必要サンプル数の計算から、

各群 9 人以上（予備含め 12 名）が望ましい

とされており、より多くの対象者での検証

が必要である。さらに、条件数を増やすこと

や測定する身体データを増やすこと、持ち

上げ姿勢を指定することで、より詳細な骨

盤固有角と姿勢戦略の関係を明らかにでき

る可能性がある。 

 

E. 研究発表 

１．発表論文 

該当無し 

 

２．学会発表 

 該当無し 
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F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

アシストスーツ介入プログラム開発研究 

 

研究代表者 榎原  毅 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 教授 

研究分担者 田中 孝之 北海道大学 情報科学研究院 教授 

 

研究要旨 

陸上貨物運送業における腰痛予防と労働寿命の延伸を目的として、パッシブ型アシスト

スーツ（PAS）の適正な導入および科学的根拠に基づく介入戦略の構築に取り組んだ。特

に、PAS を用いた介入の有効性を検証する無作為化比較試験の実施に向けて、作業負荷

の可視化、対象者の体力評価、導入判断基準の整備といった基盤技術の構築を行った。本

年度は、(1) 陸上貨物運送業に適した PAS の選定、(2) 狭小空間でも高精度な姿勢推定

を実現する作業姿勢計測技術の開発、(3)体力測定と腰痛リスクの関係性の解析、(4) 作

業負荷と体力の不均衡に基づく PAS 導入判断手順と On the Job Exercise による応用戦略

の検討を実施した。これにより、疾病リスクを適切に回避しながら身体機能の維持も可能

とする軽労化の理念に則った介入設計の妥当性が確認された。 

 

A. 研究目的 

陸上貨物運送業における腰痛の予防と労

働寿命の延伸は、労働安全衛生の観点から

喫緊の課題である。特に中高年層の作業者

においては、繰り返しの荷役作業や長時間

の運転姿勢により、腰部への慢性的な負担

が蓄積し、離職や生産性低下の一因となっ

ている。 

本研究分担では、こうした課題に対して、

パッシブ型アシストスーツ（PAS）による介

入の有効性を無作為化比較試験（RCT）に

より検証するための設計・実施を最終目標

とし、その科学的根拠の確立と適用条件の

明確化に資する基礎的検討を進めた。また、

得られた知見をもとに、Minds 参照型ガイ

ドラインの策定に必要なエビデンス構築に

も寄与することを目的とする。 

今年度は具体的に、以下の 4 項目を重点

的な検討課題として取り組んだ： 

（1） 作業内容や支援部位に応じて適用可

能なアシストスーツの選定と導入準

備 

（2） 遮蔽環境下でも高精度な作業姿勢推

定を可能とする隠れ補正技術の開発 

（3） 大規模体力測定と腰痛評価に基づく

体力と腰痛リスクの関係性の応用 

（4） 作業者の身体能力と作業負荷に応じ

たアシストスーツの導入指針と応用
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戦略の提案 

これらの検討により、RCT 実施に必要な

評価技術・対象者選定基準・介入判断指標の

構築を図り、エビデンスに基づく現場導入

の実効性を高めることを目指した。 

 

B. 研究方法と結果 

本分担研究では、陸上貨物運送業におけ

る腰痛予防対策としての PAS導入に向けて、

RCT の実施を見据えた基礎的準備を行っ

た。特に、介入対象者の選定、効果測定の指

標設計、ならびに現場への実装性を高める

技術的条件の整理に重点を置いた。 

今年度は、介入研究の設計に必要な実践的

知見を蓄積するため、次の 4 項目に取り組

んだ： 

（1） 作業種別や支援部位に応じた特性を

考慮し、現場で実用可能な複数の

PAS 候補を比較・選定し、導入準備を

進めた。 

（2） 現場環境における視野の制約や遮蔽

物による観測困難性に対応するため、

姿勢推定 AI と補正アルゴリズムを組

み合わせた作業姿勢計測手法を構築

した。 

（3） 建設・土木作業員を対象とした大規模

体力測定と腰痛調査データを解析し、

加齢による体力変化と腰部負担の関

連性を評価指標として応用する可能

性を検討した。 

（4） これらの成果をもとに、アシストスー

ツの介入可否を判断するための導入

条件を整理し、身体能力と作業負荷の

バランスに応じた活用戦略として 

On the Job Exercise の展開も検討

した。 

これらの取り組みにより、RCT 実施に必

要な基礎データと評価手段の確保に加え、

科学的根拠に基づくアシストスーツの導入

基準の策定に向けた実証的な知見を得た。 

 

B-1 アシストスーツの選定 

本研究では、陸上貨物運送業における腰

部負担軽減のため、PAS による介入を検討

した。対象業務には荷役作業のみならず、長

時間の運転作業が含まれることから、PAS

を装着したまま車両運転が可能であること

を重要な選定条件とした。そのため、装着中

の運転動作を妨げず、衣服のように柔軟か

つ快適な構造を持つことを必須要件とした。 

さらに、補助力源としてモータ等を用いず、

ゴム素材の伸縮特性を活かした受動的な支

持構造を採用していることを条件とし、現

場での安全性、軽量性、装着継続性、コスト

面の観点からも実用性の高い製品を選定対

象とした。 

これらの要件を満たす PAS として、以下の

3 製品を選定し、導入準備を進めた（図１）： 

⚫ ナチュアシスト（住友ゴム工業） 

骨盤安定と腰部屈曲防止を目的とし、

腸腰筋・腹直筋を意識させるゴム支持

構造を有する。自然な装着感と動作追

従性に優れる。 

⚫ e.z.UP（ASAHICHO） 

背部と腕部に配置したゴムにより、地

面から荷物を持ち上げる作業において、

腰や腕の負担を軽減する。荷役作業に

適している。 

⚫ スマートスーツ（スマートサポート） 

ゴムベルトの配置により、動作に応じ

た体幹安定・腰伸展サポートを同時に

実現。軽量で運転作業への適応性も高
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い。 

これらの PAS はいずれも、軽労化研究会

によって「軽労化技術」として認定された製

品であり、疲労や腰部負担の軽減効果に加

えて、アシストによる身体能力の低下を招

かないことが科学的に実証されている。こ

のことは、アシストによって身体を“甘やか

す”のではなく、作業の継続性や身体機能の

維持・向上を両立するという「軽労化アシス

ト」の基本理念に則ったものである。 

これらのPASを導入候補として選定した

うえで、現場での装着性・動作適合性・妨害

の有無などを評価し、今後の RCT 設計と作

業姿勢・体力データとの統合的検討に向け

た実証準備を進めた。 

 

B-2 作業負荷推定のための作業姿勢計測 

アシストスーツの導入判断においては、

作業中の身体姿勢および姿勢変化に伴う負

荷の把握が不可欠である。本研究では、現場

において非接触かつ汎用的に適用可能な姿

勢計測手法として、カメラ映像と AI を用い

た姿勢推定に、独自の隠れ補正アルゴリズ

ムを組み合わせた方法を開発・適用した。 

姿勢推定には、深層学習ベースの骨格推定

モデルである MMpose を使用し、単一カメ

ラ映像から人の 2 次元関節位置と信頼度

（confidence）を推定した。対象とする作業

空間には遮蔽物が存在することが多く、関

節位置の欠損が生じるため、以下のような

補正処理を行った： 

（1） 欠損フレームの抽出：Youden’s 

Index を用いて、信頼度が低下して

いる関節を含むフレームを自動的に

識別し、補正対象とした。 

（2） 身体方向の識別：両肩の関節位置から

体の向きを推定し、類似姿勢をもつ有

効フレーム群を分類する。 

（3） 相対位置の学習と補正：有効フレーム

群から各関節の相対位置を学習し、欠

損関節を補間する。 

（4） 最終補正値の決定：複数の基準関節か

 
(a) ナチュアシスト 

 
(b) e.z.UP 

 
(c) スマートスーツ 

図1 選定したパッシブ型アシストスーツ 
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ら得られた補正候補を統合し、滑らか

な推定姿勢を生成した。 

この手法を、狭小空間作業での実環境映

像に適用した結果、遮蔽物による下肢関節

の欠損が発生したフレームすべてに対して

補正が適用可能であり、視野制限下でも高

い推定安定性が得られた（図２）。 

本手法の強みは、単一カメラでの安価か

つ柔軟な設置が可能でありながら、欠損関

節の補間により精度の高い姿勢計測が実現

できる点にある。これにより、物流施設や運

送現場においても実環境下での作業姿勢の

可視化が可能となり、今後は作業負荷評価

やアシスト効果の定量化に応用することが

期待される。 

 

B-3 腰痛に関わる体力水準 

アシストスーツによる介入効果の最大化

と適用判断の妥当性を高めるためには、作

業者の身体的特性、特に体力水準と腰痛リ

スクとの関連性を明らかにする必要がある。

本研究では、アシストスーツの導入対象と

なる作業者の属性を明確にするため、体力

と腰痛の関係性に関する実証的データの解

析を行った。 

陸上運送業とは異なるが荷役、搬送作業

を行う建設・土木作業に従事する 2,884 名

（男性 2,766 名、女性 118 名）を対象に実

施された体力測定結果と、腰痛歴・腰痛度に

関する聞き取り調査データを用いた。測定

項目には、握力、足握力、2 ステップ、座位

ステッピング、ファンクショナルリーチ

（FR）、プランク、閉眼片足立ち、タオルギ

ャザ（TG）などを含む全 8 項目を採用した。 

解析の結果、以下の知見が得られた： 

 

⚫ 加齢に伴う体力の低下傾向は多くの測

定項目で顕著に認められ、とくに握力、

足握力、2 ステップ、FR、TG におい

て年齢との相関が強かった。 

⚫ 腰痛の重症群（腰痛歴 1 年以上かつ腰

痛度 9 以上）では、これらの項目にお

ける加齢による体力低下率が非腰痛群

よりも有意に高かった。 

⚫ 体幹部の筋力や柔軟性・バランス能力

を表す測定値は、腰痛リスクとの関連

性が高く、身体年齢（体幹力年齢）の

指標として活用できる可能性が示唆さ

れた。 

これらの結果は、体力低下が進行した作

業者ほど、腰痛の有症率が高く、アシスト介

入の必要性が高いことを示す定量的根拠と

なる。また、体力測定結果に基づいて、作業

者の「身体年齢」を推定することにより、介

入対象者の選定基準やアシスト強度の個別

   

(a) 入力映像 （一部切り出し） 

   

(b) 隠れ補正した推定姿勢 

図２ 狭小空間での作業姿勢計測 



- 41 - 

最適化につながると考えられる。 

本研究では、こうした体力・腰痛関連デー

タを介入判断指標の基礎データとして位置

づけ、今後の RCT 実施に向けて、アシスト

スーツ導入の科学的根拠の整備を進めてい

る。 

 

B-4 アシストスーツ導入手順と応用 

 本研究では、PAS の効果的な活用に向け

て、作業負荷・身体特性・作業者の体力に基

づいた導入判断の手順を整理し、さらに腰

痛予防と身体機能維持を両立させる応用的

な視点を含めた運用戦略を検討した。 

 

■アシストスーツ導入の手順 

PAS 導入にあたっては、以下の 3 段階を

基本とする判断手順を構築した： 

（1） 作業負荷の可視化とリスク抽出 

カメラ映像と姿勢推定 AI により、各

作業における腰部への負荷を推定し、

過度な前傾や繰り返し動作など、腰痛

リスクの高い作業パターンを抽出す

る。 

（2） 体力評価に基づく対象者選定 

体力測定データと腰痛リスクの解析

結果から、加齢や筋力低下などにより

腰痛耐性が低下している作業者を対

象者として選定する。 

（3） 作業負荷と体力の不均衡に対する補

助の設計 

（4） 作業負荷が作業者の体力的耐性を超

える場合に限り、補助効果を発揮でき

る PAS を選定し、使用タイミングや

部位に応じた適用条件を設定する。 

このように、「作業負荷に対して身体が弱

いと判断された人に対してのみアシストす

る」という設計思想により、過剰なアシスト

による身体能力低下を避けつつ、腰痛リス

クの予防を最優先とした導入が可能となる。 

 

■On the Job Exercise への応用 

PAS の運用においては、軽度な作業負荷

を活かして身体を動かしつつ、腰痛リスク

を回避するために適切に補助を介入させる

という、「軽労化」の考え方に基づく運用戦

略を採用した。これは、「On the Job 

Exercise（仕事をしながら身体を鍛える）」

という新たな支援概念として位置づけられ

る。 

⚫ 体力の範囲内での作業は PAS を用い

ずに実施し、筋力維持や柔軟性の低下

を防ぐ。 

⚫ 体力を超過する負荷が一時的または継

続的にかかる場面では、PAS によって

腰痛リスクから身体を守る。 

⚫ これにより、作業中の適度な負荷によ

り身体機能を維持するためのトレーニ

ング効果が期待できる。 

このような積極的アプローチは、補助に

よる負担軽減を過剰にせず、あくまで“守る

べき場面でのみアシストする”という方針

により、作業継続性と身体機能の維持の両

立を実現しようとするものであり、「軽労化

アシスト」の理念に則った介入設計の実践

的モデルといえる。 

 

C. 考察 

本研究では、PAS による腰痛予防介入の

有効性を科学的に検証するための基盤整備

を行い、姿勢推定技術、体力評価データ、導

入手順の構築に取り組んだ。これらの取り

組みを通じて、以下の 3 点について重要な
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示唆が得られた。 

（1） アシストスーツ導入判断における定

量的基準の確立可能性 

これまでアシストスーツの導入は、

使用者の主観的負担感や作業種別に

基づく判断に留まることが多かった

が、本研究では姿勢推定 AI による作

業負荷の定量化と、体力測定に基づく

腰痛耐性の評価により、作業負荷と身

体能力の不均衡に基づいた客観的な

導入判断基準の構築が可能であるこ

とが示された。 

特に、関節座標の欠損を補間する隠

れ補正技術により、遮蔽環境でも高精

度な作業姿勢推定が可能となり、現場

適用性の高い定量評価ツールとして

の実用化が見込まれる。 

（2） アシストによる身体機能維持と疾病

予防の両立 

体力測定と腰痛リスクの解析によ

り、加齢に伴う体力低下が腰痛発症の

リスク因子であることが実証され、作

業負荷がその体力耐性を超過する状

況下でのアシスト介入が合理的であ

ることが確認された。 

また、「軽労化」理念に基づき、作

業負荷に応じた選択的補助を行うこ

とで、身体を“甘やかす”ことなく、

適度な運動負荷を維持しつつ疾病リ

スクを回避するという、PAS の適正

利用と身体機能維持の両立が実現可

能であることが示唆された。 

（3） 軽労化アシストの概念に則った介入

設計の社会的意義 

On the Job Exercise の実装により、

作業そのものを健康維持・促進の契機

とする支援設計が可能となる。 

これは、単に身体的負担を軽減する

だけでなく、作業を通じて働き続ける

力を維持するという予防医学的観点

からも重要であり、介入技術としての

PAS が、高齢化社会における労働持

続性の確保や産業現場の人的資源維

持に寄与する可能性を示している。 

 

D. 結論 

本研究分担では、パッシブ型アシストス

ーツ（PAS）による腰痛予防対策の科学的有

効性を検証するための準備段階として、

RCT 実施に向けた基盤整備を行った。運送

業における作業特性と実用性を考慮し、ゴ

ム素材を用いた柔軟構造を持つ 3 種類の

PAS を選定した。また、姿勢推定 AI と独自

の隠れ補正技術を組み合わせた作業姿勢の

可視化手法を開発し、実環境においても高

い推定精度を確認した。 

加えて、建設・土木作業者の体力測定デー

タと腰痛歴の解析により、体力と腰痛リス

クの定量的関係が明らかとなり、作業負荷

と体力の不均衡に対してPASを適切に適用

する導入判断基準の妥当性が示された。さ

らに、軽労化の理念に基づき、体力の範囲内

では作業による身体機能の維持を促しつつ、

リスクが高い場面においてのみ補助を介入

させる「On the Job Exercise」の運用戦略

を整理した。 

これらの成果により、PAS 導入の合理性

と有効性を裏付ける定量的根拠を得るとと

もに、RCT に向けた評価手法、対象者選定

基準、適用条件の整備が進展した。今後は、

実作業環境におけるPAS介入の長期的効果

を検証するとともに、得られた知見を
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Minds 参照型ガイドラインの策定に活用し

ていく予定である。 
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